
　    該当なし

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の財務諸表（第一号第一様式　第二号第一様式　第三号第一様式）

（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式　第二号第二様式　第三号第二様式）

　　　　当法人では、社会福祉事業のみの法人のため作成していない。

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式　第二号第三様式　第三号第三様式）

　　　　当法人では、拠点が１つの法人のため作成していない。

（４）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式　第二号第三様式　第三号第三様式）

　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　灯光園拠点（社会福祉事業）

　　　　　「法人本部」

　　　　　「特別養護老人ホーム灯光園」

　　　　　「灯光園短期入所生活介護事業」

　　　　　「灯光園デイサービスセンター」

　　　　　「灯光園在宅介護支援センター」

　　　　　「灯光園障害福祉サービス事業」

　　　　　「灯光園居宅介護支援事業」

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

5,158,800 0 0 5,158,800

774,356,827 0 22,007,457 752,349,370

5,000,000 0 0 5,000,000

784,515,627 0 22,007,457 762,508,170

　該当なし

財務諸表に対する注記（法人全体用）

財務諸表に対する注記（法人全体用）財務諸表に対する注記（法人全体用）

財務諸表に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

１．継続事業の前提に関する注記１．継続事業の前提に関する注記

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計方針

２．重要な会計方針２．重要な会計方針

２．重要な会計方針

　　　該当なし

　　　・建物並びに器具及び備品―定額法

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　・退職給付引当金―職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末にお

　　　　いて発生していると認られる額を計上している。

　　　・徴収不能引当金―金銭債権のうち、個別判断により、徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として間

　　　　接法で計上している。

　　　・リース資産

３．重要な会計方針の変更

３．重要な会計方針の変更３．重要な会計方針の変更

３．重要な会計方針の変更

　　　・賞与引当金　　―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上

　　　　している。

合　　計

４．法人で採用する退職給付制度

４．法人で採用する退職給付制度４．法人で採用する退職給付制度

４．法人で採用する退職給付制度

　　　・退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び静岡県福祉

　　　　事業共済会の退職共済制度によっている。

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

６．基本財産の増減の内容及び金額

６．基本財産の増減の内容及び金額６．基本財産の増減の内容及び金額

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

土地（基本）

建物（基本）

定期預金（基本）



　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 5,084,800

建物（基本財産） 752,349,370

計 757,434,170

　担保にしている債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定を含む） 220,400,000

計 220,400,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

5,158,800 0 5,158,800

1,033,814,537 281,465,167 752,349,370

1,038,973,337 281,465,167 757,508,170

45,675,000 0 45,675,000

19,972,029 1,288,771 18,683,258

449,462,700 274,666,155 174,796,545

45,657,598 21,605,486 24,052,112

105,314,476 14,700,143 90,614,333

23,069,871 20,147,606 2,922,265

77,974,707 72,096,811 5,877,896

3,661,200 610,200 3,051,000

383,250 383,250 0

771,170,831 405,498,422 365,672,409

1,810,144,168

1,810,144,1681,810,144,168

1,810,144,168 686,963,589

686,963,589686,963,589

686,963,589 1,123,180,579

1,123,180,5791,123,180,579

1,123,180,579

債権額

徴収不能引当金

の当期末残高

債権の当期末残

高

74,727,229 48,018 74,775,247

933,129 0 933,129

75,660,358 0 75,708,376

当年度 前年度

1,259,018 1,534,806

238,764 0

1,497,782 1,534,806

その他の固定資産

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

８．担保に供している資産

８．担保に供している資産８．担保に供している資産

８．担保に供している資産

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地（基本）

建物（基本）

小　　計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

土地

建物

建物附属設備

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

小　　計

合　　計

合　　計合　　計

合　　計

ソフトウェア

有形リース資産

　該当なし

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金

未収補助金

合　　計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

１２．関連当事者との取引の内容１２．関連当事者との取引の内容

１２．関連当事者との取引の内容

　該当なし

１３．重要な偶発債務

１３．重要な偶発債務１３．重要な偶発債務

１３．重要な偶発債務

１４．重要な後発事象

１４．重要な後発事象１４．重要な後発事象

１４．重要な後発事象

　該当なし

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　　明らかにするために必要な事項

　　　明らかにするために必要な事項　　　明らかにするために必要な事項

　　　明らかにするために必要な事項

支払資金の範囲である前払費用

1年基準による振替額

合　　計（前払費用計上額）

　前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から振替られたものの内訳は

以下のとおりである。

（単位：円）


